
　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
医
療
給
付
等

に
必
要
な
財
源
は
、
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
の
被
保
険
者
の
皆
さ
ん
が
医
療
機
関
の

窓
口
で
支
払
う
一
部
負
担
金
を
除
く
と
、

被
保
険
者
の
保
険
料
（
１
割
）
と
国
や
道
、

市
町
村
か
ら
の
公
費
（
５
割
）、
国
民
健
康

保
険
や
社
会
保
険
な
ど
に
加
入
し
て
い
る

現
役
世
代
か
ら
の
支
援
金
（
４
割
）
で
構

成
さ
れ
ま
す
。

　

保
険
料
は
、
被
保
険
者
の
皆
さ
ん
全
員

が
等
し
く
負
担
す
る
被
保
険
者
均
等
割
額

（
以
下
均
等
割
額
）
と
所
得
に
応
じ
て
負

担
す
る
所
得
割
額
に
区
分
さ
れ
ま
す
。

　

皆
さ
ん
そ
れ
ぞ
れ
の
保
険
料
は
、
均
等

割
額
と
所
得
割
率
か
ら
な
る「
保
険
料
率
」

で
計
算
さ
れ
ま
す
。

　

基
本
的
に
は
、
北
海
道
内
は
均
一
の
保

険
料
で
す
が
、
一
人
当
た
り
の
平
均
老
人

医
療
給
付
費
が
著
し
く
低
い
市
町
村
の
保

険
料
率
は
、
一
定
期
間
軽
減
さ
れ
ま
す
。

岩
見
沢
市
は
こ
の
軽
減
に
該
当
し
ま
せ
ん

の
で
、
岩
見
沢
市
に
お
住
ま
い
の
皆
さ
ん

の
保
険
料
率
は
、
年
間
、
均
等
割
額
が
４

万
３
千　

円
、
所
得
割
率
が　

％
で
す
。

１４３

９．６３

　

所
得
が
一
定
額
以
下
の
被
保
険
者
は
、

世
帯
全
体
の
総
所
得
金
額
等
の
状
況
に
応

じ
て
、
均
等
割
額
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
加
入
す
る
前
日
ま
で
、
被
用
者

保
険
の
加
入
者
に
扶
養
さ
れ
て
い
た
方

は
、
こ
れ
ま
で
保
険
料
の
負
担
が
な
か
っ

た
こ
と
か
ら
、
激
変
緩
和
措
置
と
し
て
、

２
年
間
は
所
得
割
が
か
か
ら
ず
、
均
等
割

額
も
５
割
軽
減
さ
れ
ま
す
が
、
こ
れ
ら
に

該
当
す
る
方
は
、
平
成　

年
度
は
特
例
と

２０

し
て
保
険
料
を
９
月
ま
で
徴
収
せ
ず
、
そ

の
後
の
半
年
間
は
均
等
割
額
の
１
割
、
２

千　

円
の
負
担
と
な
り
ま
す
。

１００
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�保険料は、被保険者（７５歳以上の方、６５歳以上７５歳未満で一定程度の障害のある方）
一人ひとりにかかります

�北海道における後期高齢者医療の保険料率は
　被保険者均等割額　４３,１４３円　　所得割率　９.６３％
�計算方法

　※被保険者の総所得金額等…収入から必要経費（公的年金等控除、給与所得控除額な
ど）を差し引いたものです

�保険料の上限額は、５０万円です
�所得が一定額以下の被保険者は、世帯の総所得金額等の状況に応じて、均等割額が軽
減されます

�保険料は、原則、年金からの天引き（特別徴収）となります

所　得　割　額

＋

被保険者均等割額

被保険者の総所得金額等（※）から３３万円を
差し引いた金額×９.６３％

年額 ４３,１４３円
保険料 ＝
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な
お
、
災
害
な
ど
で
重
大
な
損
害
を
受

け
た
と
き
や
特
別
な
事
情
で
生
活
が
著
し

く
困
窮
し
、
保
険
料
を
納
め
る
こ
と
が
困

難
な
方
は
、
申
請
に
よ
り
保
険
料
が
減
免

さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

保
険
料
は
介
護
保
険
料
と
同
様
に
、
原

則
、
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
ま
す
。（
特

別
徴
収
）

　

た
だ
し
、
年
金
受
給
額
が　

万
円
以
下

１８

の
方
や
、
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
と
介
護

保
険
料
の
合
算
額
が
年
金
受
給
額
の
２
分

の
１
を
超
え
る
場
合
は
、
市
で
定
め
る
納
期

ご
と
に
、
納
付
書
な
ど
の
方
法
で
納

め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。（
普
通
徴
収
）

　

な
お
、
保
険
料
は
平
成　

年
４
月

２０

以
降
に
送
付
す
る
保
険
料
決
定
通

知
書
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
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軽減後の
均等割額

軽減額
（軽減割合）

総所得金額等が下記の金額以下の世帯

12,942 円30,201 円
（７割軽減）

 ３３万円 

21,571 円21,572 円
（５割軽減）

３３万円＋（２４万５千円×世帯に属する被保険者の数
(被保険者である世帯主は除く )）

34,514 円08,629 円
（２割軽減）３３万円＋（３５万円×世帯に属する被保険者の数）

※６５歳以上の方の公的年金等にかかる所得は、その所得の金額から特別控除として　
　１５万円を差し引いた額を総所得金額等として判定します。
※世帯主が被保険者でない場合も、その世帯主の所得は軽減判定の対象となります。
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 夫婦２人とも後期高齢者医療に加入する世帯

１３０万円８０万円３０万円夫
所　得 （２５０万円）（２００万円）（１５０万円）

０円０円０円妻
（年金額）

（５０万円）（５０万円）（５０万円）

136,500 円79,700 円12,900 円夫
保険料

43,100 円34,500 円12,900 円妻

������������

　�７５歳の１人世帯　
　　　収入は年金のみで１５３万円までの場合
　　　所得割はかからず、７割軽減に該当　������������

　�夫（世帯主）７５歳　妻６４歳の２人世帯（現在は２人とも国保に加入）
　　　世帯の収入は年金のみで、世帯主２５０万円、妻８０万円の場合
　　　夫は後期高齢者医療制度に加入となり、妻はこの制度に加入する

まで引き続き国保　
������������������������������������

��子（世帯主）５５歳　母８０歳の２人世帯（現在は２人とも国保に加入）
　　　子の所得が３００万円、母の収入は年金のみで８０万円の場合
　　　母は後期高齢者医療制度に加入となり、子はこの制度に加入する

まで引き続き国保　����������������������������

※国民健康保険（国保）は、平成１９年度の保険料率を適用し、平成２０年度の
経過措置を見込んで試算したもので、実際の保険料とは異なります。

��������	
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����������（金額は年額）

後期高齢者医療に加入する１人世帯

２２５万円１８０万円１３０万円８０万円３０万円所　得
（３５０万円）（３００万円）（２５０万円）（２００万円）（１５０万円）（年金額）

228,000 円184,700 円136,500 円079,700 円012,900 円保険料

※１人世帯・夫婦２人世帯ともに収入は年金のみ




